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まえがき 

 (独)労働政策研究・研修機構は、労働政策に関する専門研究機関として、労働行政の諸課

題に応じ、政策的な情報・知見を迅速に提供するための調査研究を遂行するとともに、中長

期的な観点から基礎的な研究を行うことを重要な使命としている。

2013 年６月の「日本再興戦略」においては、「新陳代謝を加速させ、新たな成長分野での

雇用機会の拡大を図る中で、成熟分野から成長分野への失業なき労働移動を進めるため、雇

用政策の基本を行き過ぎた雇用維持型から労働移動支援型へと大胆に転換する」ことや「柔

軟で多様な働き方が可能となる制度見直し等を進める」ことが盛り込まれた。長期雇用をは

じめとする日本的雇用システムに対する政策当局の姿勢は、それが確立していった高度成長

期前夜から今日まで、一貫して支持・支援してきたというよりも、常に揺れ動いてきたと捉

える方が的確であろう。

政策・制度はもとより、人口構造や経済環境の変化に適応するべく、日本的雇用システム

そのものが変容を迫られ続けている状況下において、当機構では、「日本の雇用システムの近

年の変化を『日本的雇用システム』を軸に多面的に把握・整理すること」と、「雇用システム

と法政策の相互作用を観察し、雇用システムの実態との関係における法政策の機能と課題を

抽出すること」を通じて、日本の雇用システムの課題と政策的含意を探る研究を、基幹的研

究になりうるものと位置づけ、第３期中期計画の３年目に当たる 2014 年度に部門横断的プロ

ジェクトである「雇用システムと法」プロジェクトを立ち上げた。

本資料シリーズは、同プロジェクトの「日本の労働法政策の変化と課題を整理するための

作業」の一環として、労働法政策のうち日本的雇用システムと関連の深い分野について、バ

ブル経済崩壊後である 1996 年以降における主な政策の変遷について、大きく３つの期間に切

り分けながら整理したものである。

 なお、1990 年代以降の日本の雇用システムがどのように変化してきたのかについて、多様

な切り口から分析した「雇用システムの変化を鳥瞰する作業」についての成果は、本年６月

頃に報告書としてとりまとめる予定であり、本資料と併せてご参照いただければ幸いである。
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